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　　わが国法人企業の税負担¤
中小法人と大法人の限界実効税率の比較を中心に
An Examination of Corporate Tax
Burdens in Japan: Mainly Through
Comparison of Marginal E®ective Tax
Rates of Large vs. Medium/Small
Businesses
林　田　吉　恵 　
Corporate taxation must be designed to avoid distortion of business
activities. Nevertheless, under the present Japanese corporate tax system,
in which the individual corporate tax scheme is determined according to
the size of a given company, inconsistency in marginal e®ective tax rates
may arise among companies of di®erent sizes. Presented in this paper
is a theoretical model of the Japanese style marginal e®ective tax rate
that shows the disparity of taxation among large vs. medium/small size
¯rms. The model is constructed by adapting the theoretical framework
of the marginal e®ective tax rate suggested by King-Fullerton that also
incorporates the taxation on capital gains made by individuals and
corporate businesses. The Japanese model discussed in this paper veri¯es
that the di®erence in taxation of large vs. medium/small size companies,
particularly with respect to the excess retained earnings tax, deduction
for entertainment expenses, and the reduced tax rate, indeed a®ects the
marginal e®ective tax rate, and this, in turn, distorts the fairness of




Key words：marginal e®ective tax rate, medium/small size companies, excess
retained earnings tax
* 本稿は財団法人納税協会主催の第 3 回「税に関する論文」で奨励賞の入選論文である。
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1) Goolsbee（1998）（2004）, Gordon, MacKie-Mason（1994）
2) 本稿での中小法人とは資本金 1 億円未満の法人で、大法人は資本金 1 億円以上の法人をいう。
3) 『税務統計からみた法人企業の実態』（2005）より、留保金課税の対象である同族会社の占める
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　備考）『財政金融統計月報』租税特集各年度　『図説日本の税制』各年度。 　
第一の税制の違いは、法人所得に対する税率が中小法人には軽減税率を
適用されていることである。表 1 より、大法人は 1990 年 49.99%、1998 年
46.37%、1999年以降 40.87%の財務省型実効税率であり、中小法人は 1990年


















　　備考）川村文彦・武田　茂（2002）『同族会社』第 3 版、p33. 　
留保金課税の税率は表 2より、課税留保額が 3000万円以下の場合 11.73%、
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　課税留保金額＝当期留保金額－留保控除額 　
　留保控除額は次の①②③のうち最も多い額である。 　
　① 当期保留金額× 35% 　





































の `tax wedge' w を直接見積もる方法で推計する。
投資の限界的な増加（一単位に対する初期費用）に対する粗限界収益率を
MRRと表す。そして資産の減価償却率は一定の指数関数 ± と仮定する。投
資 1単位から得られる純収益率 p、p0 は、
p = MRR¡ ± 大法人モデル(1)
p0 = MRR0 ¡ ± 中小法人モデル(10)
　実質利子率を rとし、それに対応する名目利子率を iとする。¼ がインフレ
率を表すとすれば、次のようになる。
r = i¡ ¼(2)
　 ¿ は大法人の財務省型実効税率、¿ 0 は中小法人の財務省型実効税率、会社
の名目割引率は ½、固定資産に対する実効税率を wc9)、留保控除額および損金
不算入の社外流出を j、留保課税率を Rとすると、企業の新規投資による収益




(1¡ ¿)(MRR¡ wc)e¡(½+±¡¼)udu = (1¡ ¿)(MRR¡ wc)






(1¡ ¿ 0)(MRR0 ¡ wc)(30)
¡ (1¡ ¿ 0)(MRR0 ¡ wc)¡ j	Roe¡(½+±¡¼)udu
=
(1¡ ¿ 0) (1¡R) (MRR0 ¡ wc) + jR









(1¡ ¿ 0)(MRR0 ¡ wc)e¡(½+±¡¼)udu(300)
=
(1¡ ¿ 0)(MRR¡ wc)
½+ ± ¡ ¼ 　中小法人モデル（留保金課税なし）
　税の優遇措置、税負担軽減措置による減税額を Aとすると、1単位の投資に
対する投資費用 C1、C01 は、
C1 = 1¡A 大法人モデル(4)
C01 = 1¡A0 中小法人モデル(40)
　普通償却を適用する資産の比率を f1、特別償却を適用する資産の比率を f210)、
引当金・準備金の積立率を h、税額控除率を g、交際費比率を k とすると、新
規投資に対する税負担軽減額 A、A0 は、
A = f1Ad + f2¿ + ¿½h+ g 大法人モデル(5)
A0 = f1Ad + f2¿ + ¿½h+ g
























10) f1 + f2 = 1 である。
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(1¡A) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿) + wc ¡ ± 大法人モデル(9)
p0 =
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR
(1¡R) (1¡ ¿ 0) + wc ¡ ± 中小法人モデル(9
0)
p0 =
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)







½ = i (1¡ ¿)(10)


















下のように規定される。ここでの ®; ¯; ° は、ウエイトパラメータ12)である。
½ = ®i (1¡ ¿) + ¯ (1¡mi)
(1¡ z) i+ °
(1¡mi)
(1¡md) i(13)
　 Tax wedge w、w0 は投資の収益率とその投資に費やされた貯蓄の収益率の
差である。sは投資に資金を供給した（家計もしくは組織の）貯蓄家の税引後
収益率を表す。
w = p¡ s 大法人モデル(14)
w0 = p0 ¡ s 中小法人モデル(140)
　貯蓄家の税引後実質収益率 sは、
s = (1¡mi)i¡ ¼(15)
















　ここで、中小法人と大法人の限界実効税率は pと p0 の関係によって、導き
出される。
(1¡A) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿) >
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR
(1¡R) (1¡ ¿ 0) の場合、
12) ®+ ¯ + ° = 1 である。
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中小法人と比べて大法人の限界実効税率の方が大きくなり、
(1¡A) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿) <
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR
(1¡R) (1¡ ¿ 0) の場合は、
中小法人より大法人の限界実効税率が小さくなり、
(1¡A) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿) =
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR




(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿ 0) と
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR





























































までは 26%（国税 20%、地方税 6%）の源泉分離課税、2003年からは源泉分
離課税が廃止され、申告分離課税になり、税率は優遇税率の特例で 10%（国税
7%、地方税 3%）となり、それらを使用した。
財務省型実効税率 ¿、インフレ率 ¼、固定資産税率 wc、法定償却率 a、株式
譲渡所得に対する限界税率 z、利子所得に対する限界税率 mi、配当所得に対
する限界税率 md、引当金・準備金積立率 h、税額控除率 g、減価償却耐用年
数 Lの数値は、大法人と中小法人は共通の推計値を使用した。特別償却適用
資産比率 f2、経済的減価償却率 ±、利子率 i、負債の資金調達率 ®、内部留保
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率への影響することがあげられる。この実証分析の場合 mi = md であり、
¿ = mi = md = z の時、資金調達のやり方が均等であれば、会社の名目割引
率（½）理論式 (13)の第 1項、第 2項、第 3項の値は同じである。しかし、現
実のデータでは、
mi = md < z（mi = md > z 2003年）であるので、負債=内部保留>新
株発行（負債=内部保留<新株発行 2003年）となる。法人税率の影響を受け
るのは負債で資金調達する場合だけなので、法人税率が下がっても負債の資金
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表 7 　限界実効税率推計結果（税制の違い）
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